
主催：　　　　　　　　   北陸原子力懇談会

　北陸原子力懇談会は、このほど金沢大学の田中利恵氏と日立GEベルノバニュークリアエナジー(株)
の近藤貴夫氏を講師に招いてエネルギー講演会を開催しました。第2部では、近藤氏に国内外におけ
る次世代革新炉の開発・導入状況をエンジニアの視点で紹介いだだきました。
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（図1）原子力発電所の新規制基準

ジャンのバクーで開催されたCOP29ではさらに6カ国が
署名、ブラジルのベレンで開催されたCOP30では、署名
国は全部で33カ国になりました（図3）。

　アメリカでもトランプ政権は国内の原子力発電容量を
現在の4倍に引き上げる方針を打ち出し、世界銀行も原
子力発電向け融資を解禁するなど、金融面からの支援
も始まっています。
　カナダ、アメリカ、イギリスなど既存利用国では次世代
炉の新設が進み、ベトナムやインドネシアなど新興国でも
安定したクリーンエネルギー源として導入計画が掲げら
れています。スイスやスウェーデンは脱原子力方針を撤回
し、活用へと舵を切りました。
　さらに Amazon、Microsoft、Google といった巨大
テック企業は、AI の普及に伴う電力需要の急増を脱炭
素電源で賄うため、原子力の活用に乗り出しています。

エネルギーセキュリティ確保と
経済成長に向けた次世代革新炉活用
　こうした中、日本は今年2月に「第7次エネルギー基本
計画」を策定しました。
　同計画では、ロシアによるウクライナ侵略等を背景に、
エネルギーの安定的な確保に対する危機感が示されて
います。また、DXやGXの進展により、国内の電力需要は
今後も増加を続けると見込まれています。加えて、カーボ
ンニュートラルに向けて各国が野心的な目標を掲げる
中、経済成長につながるエネルギー利用への構造転換
の強化が必要であるとされています。
　この計画では、原子力発電について、天候に左右され
ず24時間稼働できる「優れた供給安定性」と、燃料価格
の変動が小さい「コスト安定性」を備えた重要なベース
ロード電源として評価し、2040年時点では電源構成の
約2割を原子力が担うべきだと明示しています。具体策
の一つとして、「次世代革新炉」の研究開発にも言及して
います。
　次世代革新炉は、新たな安全メカニズムを組み込ん
だ原子炉です。現行の原子炉は、運転期間を60年に延
長したとしても、2040年頃から順次寿命を迎えます。廃
炉を決定した原子力発電所を有する事業者の原子力発

はじめに
　東京電力福島第一原子力発電所の事故以降、日本
では原子力発電への依存度を可能な限り減らそうとする
政策が続いてきました。しかし近年、カーボンニュートラル
の達成と、国の存立基盤であるエネルギーセキュリティの
確保という二つの課題に直面する中で、原子力の価値
が改めて見直されつつあります。
　原子力が今後果たすべき役割や、新たな技術につい
て、エンジニアの立場からご説明します。

原子力の安全とは
　原子力発電では、ウラン燃料の核分裂反応で生じる
熱を使って水を温めて蒸気を発生させ、その蒸気でター
ビン・発電機を回し、電気を作っています。現在、国内で
稼働している原子力発電所の型式としては、原子炉内で
水を沸騰させて直接蒸気を発生させる「沸騰水型原子
炉(BWR)」と、原子炉内では水が沸騰しないよう高圧状
態にし、その水を熱交換器に導いて別系統で蒸気を作
る「加圧水型原子炉(PWR)」の二種類があります。
　また、安全確保にあたっては、故障や事故の進展に応
じ、それらに対処する「層」を何段階も設け、「その層が破
られないようにする、万一破られても次の層で防ぐ」と
いったものを重ねていくという「深層防護」の考え方を採
用しています。例えば、防護レベル1は、事故に進展する
きっかけとなり得る「異常運転」 や「故障」を起こさないよ
う高い品質を保つ設計にする、レベル2は、それでも異常
運転や故障が起こってしまった場合に備え、それらを検
知・制御できる設計にする、レベル3は、それでも制御等
に失敗し、事故に進展してしまった場合でも、その影響を
設計の想定の範囲内(設計基準内)に納まるように制御
できる設計にするというものです。
　一方、その際求められる安全機能としては、「止める(制
御棒を原子炉に挿入し、核分裂の連鎖反応を止める)」、
「冷やす(冷却水を原子炉に注入)」、「閉じ込める(放射
性物質の環境への大量放出を防止)」の3つがあるので
すが、2011年3月に発生した福島第一原子力発電所の
事故では、「止める」は成功しましたが、津波により非常
用ディーゼル発電機が停止するなどして「冷やす」ことが
できなくなり、燃料が大きく損傷したほか、更に、原子炉を
収納している圧力容器や更にこれらを覆っている格納容
器が破損し、大量の放射性物質が環境に放出されまし
た。
　この事故の教訓を踏まえ、2013年、原子力規制委員
会は新規制基準を策定しました（図1）。

　ここでは、例えば「耐震・耐津波性能」など、従来からあ
る設計基準がより強化されたことに加え、従来の設計基
準では想定しておらず、万一、これを超えた場合の対応
については電気事業者の自主的取り組みとしていた事
故(シビアクシデント)への対策やテロ対策についても、新
たな設計基準として設けられています。
　そして、この結果、移動可能な電源車やガスタービン発電
機を載せたトラック、炉心冷却用の大容量送水車の配備な
ど、多重多様な対策が施されるようになりました。
　一方、産業界も、原子力規制委員会との対話の窓口と
なる「原子力エネルギー協議会（ATENA）」、事業者間で
相互に安全性を厳しくチェックし合う「原子力安全推進協
会（JANSI）」、事故リスクの評価を専門に行う「原子力リス
ク研究センター（NRRC）」といった組織を設立し、自主的
かつ継続的に安全性を追求する体制を整えました(図2)。

　こうした対策を着実に実行した結果、現在、国内では14基
の原子炉が再稼働し、安全に運転を継続しています。 

世界で再評価される原子力
　他方、脱炭素化を進める上で原子力が不可欠である
との国際的な認識が広がっています。UAEのドバイで開
催されたCOP28（国連気候変動枠組条約締約国会議）
では、「2050年までに世界の原子力発電容量を2020年
比で3倍にする」という宣言に25カ国が署名、アゼルバイ

電所サイト内での次世代革新炉への建て替えなどによ
り、エネルギーの安定供給を維持しながら、円滑にバトン
タッチできる体制を整える必要があります（図4）。

次世代革新炉の活用へ
　国内の技術者は、次世代革新炉の安全性向上と性能
向上の両立に向け、日々研究に取り組んでいます。現在、
国内では三菱重工、東芝エネルギーシステムズ、日立GE
ベルノバニュークリアエナジーの3社が、それぞれ開発を
進めています。
　三菱重工では、SRZ-1200を開発しています。大型航
空機の衝突にも耐えうる格納容器の強靭化や、深く地面
に埋め込む低重心化、炉心・格納容器冷却システム等の
多様性・多重性、電源を必要としないパッシブ安全設備
を用いた炉心冷却、溶融炉心対策、閉じ込め機能の強
化をしています。革新軽水炉は、既設炉と異なる設計/技
術を一部採用しているため、原子力規制委員会（NRA）
と技術的意見交換を2025年度下期にかけて実施してい
ます（図5）。

　東芝エネルギーシステムズでは、iBR（アイ・ビー・アー
ル）を開発しています。
　三菱重工と同じく、航空機衝突対策のほか、自然力（重力、
圧力差）などにより、災害時にポンプや交流電源が使えなくて
も、高い信頼性をもって機能する安全システムのほか、5重の壁
の4番目の壁である格納容器を二重にして、シビアアクシデント
時に発生する水素や放射性物質を壁の間の大容量空間に閉
じ込めることで格納容器ベントを不要にしています（図6）。

（図3）原子力発電に係る国内外動向：主な動き

（図2）自主的安全性向上に向けた産業界の各組織
出典：”原子力の自主的な安全性向上に向けた産業界の各組織の現状と今後の方向性について”，
第27回 原子力小委員会，令和4年5月30日（資源エネルギー庁）

出典：日本原子力文化財団、” 原子力発電所の新規制基準”、https://www.ene100.jp/zumen/5-2-8

（図5）SRZ-1200(三菱重工)の特長
出典：”次世代革新炉開発の取組みについて“、原子力委員会定例会議、2025年2月4日（三菱重工）

（図4）次世代革新炉の必要性
出典：”原子力に関する動向と課題・論点”、第39回 原子力小委員会、2024年6月25日（資源エネルギー庁）
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北陸原子力懇談会
「S＋3E」の再構築

　日立GEベルノバニュークリアエナジーでは、革新軽水
炉「HI-ABWR」と小型モジュール炉「BWRX-300」を開
発しています。
　HI-ABWRは、イギリスの規制当局から許認可を取得
した設計をもとに、日本の新規制基準の要求も満たしつ
つ、安全性をさらに高めたものです。事故時に交流電源
がなくても炉心冷却が自動的に始まる「静的炉心冷却シ
ステム（密度差を利用し、事故時に原子炉から出てくる蒸
気を冷却水源で熱交換し、凝縮水として注水する）」や、
静的デブリ冷却システム（事故時に燃料デブリが落ちた
熱で金属が溶けて溶融弁が開き、溜まった水を注水す
る）＋コアキャッチャ方式、従来のフィルターベントの下流
に希ガスフィルタ（蒸気は排出するが放射性物質は出さ
ない機能）などを備えています（図7）。

　一方、小型モジュール炉「BWRX-300」は、沸騰水型
原子炉（BWR）をシンプルな構造に進化させたもので
す。設計の根本的な見直しにより、重大な冷却材喪失事
故のリスクを極限まで低減しました。
　従来の主蒸気隔離弁は格納容器から離れて設置さ
れていましたが、圧力容器に直付けすることで冷却材喪
失事故の可能性を抑制しました。また、水の密度差を
使って交流電源が一切なくても自然循環だけで7日間以

上炉心冷却を維持できるなど、安全性は飛躍的に向上
しています。
　さらに、サプレッションプールの大量の冷却水貯留が不
要となること（建屋のコンクリート体積を約10分の1に削
減）やモジュール工法の採用により、建設期間を短縮でき
るなど、経済性も大きく改善しました。すでにカナダのオン
タリオ・パワー・ジェネレーション社が建設を決定し、現地
では原子炉設置に向けた工事が進んでいます（図8）。

まとめ
　世界のエネルギー情勢を見ると、ロシアによるウクイラ
イナ侵略や中東情勢の緊迫化など、エネルギーセキュリ
テイの必要性が高まっています。原子力は、エネルギーセ
キュリテイやカーボンニュートラルにも貢献できる電源と
して改めて評価されており、世界各国で導入に向けた取
り組みが進んでいます。国内においても、第7次エネル
ギー基本計画において、既存原子力発電所敷地内での
次世代革新炉への建て替えが示され、原子力事業者・
メーカーによる開発が進められています。
　カーボンニュートラルとエネルギーセキュリティという二
つの課題を解決し、日本のエネルギーの未来を切り拓く
ことは、私たち技術者に課せられた使命です。その実現
に向け、今後も世界最高水準の安全性を備えた革新炉
開発を着実に推進していきます。
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大阪府阪南市出身。1996年に東京大学大学院工学系研
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事。現在は、大型炉HI-ABWRおよび小型炉BWRX-300
を含む次期軽水炉の開発に従事。

（図6）iBR（東芝エネルギーシステムズ）の特徴

（図7）革新軽水炉HI-ABWR

（図8）BWRX-300の特徴

出典：”東芝の革新炉の取り組み“、原子力委員会定例会議、2025年1月21日（東芝エネルギーシステムズ）


